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１ 地方債情報啓発研究事業計画 

（１）事業内容 

地方債に関する各種情報を体系的に収集・整備し、速やかに会員団体はじめ

関係機関に提供することにより、地方債業務運営の円滑化に資するとともに、

地方債の発行から流通、償還に至るまでの諸課題等に関する調査研究及び研修

事業等を行い、地方債の円滑な資金調達及び地方債管理の充実に寄与すること

とする。 

 

（２）助成事業 

① 地方債情報及び資料の収集整備事業 

地方債の発行・償還状況や現在高等の情報及び資料を収集整備し、分析処

理の必要な情報については、電算機を活用して整理し、速やかに会員団体の

ほか、関係官庁・関係諸機関に情報を提供する。また、地方債の発行要項

（証券発行）等の CD-ROM 化を行う。 

② 地方債に関する調査研究事業 

地方債の発行、消化、流通、償還等地方債に関する重要な課題について、

専門的な調査研究を行う。 

ａ 令和４年度調査項目 

地方分権の推進や財政投融資制度改革等に伴う地方債に係る市場公募資

金等民間資金の増大やバーゼル規制、世界的金融危機、東日本大震災、日本

銀行による金融緩和政策、今日のコロナ禍等により金融機関や投資家を取り

巻く環境が大きく変化する近年の状況を踏まえ、地方債に係る民間資金に関

し、より一層、安定的かつ有利な資金調達が可能となる方策等について調査

研究を行うとともに、地方債の商品性の向上や資金調達手法の多様化、投資

家層の拡大、起債運営・管理の一環としての情報提供活動、地方債事務担当

職員の金融リテラシーの向上などについて検討を行うこととする。 

ｂ 調査研究方法 

学識経験者、国及び地方公共団体の財政担当者並びに銀行・証券会社等の

実務者からなる委員会を設置して、調査研究を行う。 

ｃ 実態調査対象候補地 

調査研究項目に関する実態や問題点等を把握するために地方公共団体及

び銀行、証券会社、投資家等の市場関係者に対してアンケート調査及び実地

調査を行う。 

③ 研修会・講演会の開催事業 

地方債及び地方財政の円滑な運営並びに地方自治の振興に資するため、次

のとおり研修会及び講演会を開催するとともに、必要に応じ、研修・講演内
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容について動画にて配信する。 

a 研 修 会 

区分 内 容 受講対象者 参加人員 

全国 ７

ﾌﾞﾛｯｸで

実施 

地方債の実務、当面の問

題点及び最近の金融経

済情勢等を中心に研修 

地方公共団体の地方債

実務担当者、 

金融機関・証券会社等

の公共債担当者 

1 会場   

約 100 人 

  

ｂ 講 演 会 

区分 内   容 受講対象者 参加人員 

２ 都 道

府 県 で

実施 

地方行財政及び金融経

済の当面する諸問題と

今後の課題等をテーマ

に、総務省、日銀の幹

部による講演 

地方公共団体、金融機

関等の幹部及び地域経

済人 

1 会場   

約 200 人 

 

 

 

２ 地方債発行等支援事業計画 

（１）広報関係特別事業 

① 地方債協会報「地方債」刊行事業 

地方公共団体及び銀行・証券会社その他関係機関に対し、地方債に関する最

新の論文・解説・講座及び統計情報並びに資料を提供するとともに、地方債に

関する理解と普及を図るため、「地方債」を隔月に年６回刊行する。 

②「地方債統計年報」等作成事業 

地方公共団体及び銀行・証券会社その他関係機関に対し、地方債の発行額や

現在高、地方債の発行条件等の情報をまとめた「地方債統計年報」及び個別地

方債の発行利率等の詳細情報をまとめた「地方債便覧」を刊行する。 

③ 金融経済研究事業 

内外の金融・経済事情等を中心に、幅広いテーマを選択し、各分野の専門家

や実務家を講師に招き、現状や見通しなどについての講話を聴くとともに、意

見交換を行う。 

④ 地方債海外ＩＲ事業 

我が国の地方債制度の現状及び今後の展望等について、海外の投資家に向け

て直接・具体的に説明を行い、これらの投資家の正確な理解と我が国地方債へ

の投資に資するため、関係団体と共に海外におけるＩＲ活動を実施するととも
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に、海外地方債市場、投資環境、海外地方公共団体の地方債発行状況等の調査

を行う。 

 ⑤ 賛助会員交流事業 

   地方債の円滑な消化・流通を図るため、賛助会員である銀行・証券会社その

他関係機関等の幹部等相互の意見交換会を開催する。 

⑥ 地方債事務支援事業 

  ア 地方債事務講習会 

令和４年度の地方債同意等基準、運用方針及び事務手続等に関する説明会

を全国７ブロックにおいて開催する。 

 イ 市場公募地方債研修会 

全国型の市場公募地方債発行団体及び発行予定団体における市場公募地

方債発行実務の習得に資するため、市場公募地方債研修会を東京都において

2日間の日程で開催する。 

  ウ 市場公募地方債発行団体連絡協議会 

市場公募地方債発行団体間における協力関係を密にし、相互に情報や意見

を交換するための連絡会議を大分県において開催する。 

  エ 住民参加型市場公募地方債研修会 

地方公共団体における住民参加型市場公募地方債の円滑な発行を支援す

るため、住民参加型市場公募地方債に関する研修会を東京都において開催す

る。  

  オ 市場公募地方債発行団体合同ＩＲ 

市場公募地方債発行団体の財政状況と地方債に関する合同ＩＲ（投資家説

明会）を東京都において開催する。 

  カ 市場公募地方債等の情報共有サイトの運営 

地方債の発行円滑化を促進するため、インターネット上で市場公募地方債

等の発行団体間で意見・情報交換が専門に行えるサイトを運営する。 

  キ 共同発行市場公募地方債の発行に関する事務 

共同発行市場公募地方債を発行する３７団体が設置する共同発行団体連

絡協議会からの委任を受け、共同発行市場公募地方債に係る発行事務の委託

契約等の締結、ＩＲ（投資家説明会）の開催、その他必要な事務を行う。 

ク 金融機関・投資家向け地方債計画等の説明会及び意見交換 

金融機関・投資家における地方債の円滑な引受・消化等のため、地方債計

画等に関する説明会や金融機関・投資家等との意見交換を開催する。 

  

※ 研修会、講演会及び説明会については、やむを得ず、一部中止し、動画

配信に変更、又は動画配信を併用して実施する場合がある。 
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（２） 電子媒体による地方債・金融関連情報共有・活用事業 

① 電子媒体による地方債・金融関連情報提供事業 

市町村に必要な地方債借入に関する情報を当協会の電子媒体により一元的、

総合的に提供し、市町村における情報の共有及び活用の促進を図ることによっ

て、より有利で安定した地方債借入の実現を推進する。また、特に重要で即時

性を求められる情報については、その都度メールマガジンにより連絡を行うと

ともに、情報の活用方法や地方債に関する実務等について相談を受ける。 

 ② 市町村地方債情報誌作成・配布事業 

市町村が、借入事務などを行う際に参考となる地方債の制度改正の動きや地

方債借入に関する運用実例の紹介等を中心とした情報を「市町村への地方債情

報」として年４回作成し、全国の市町村へ配布する。 

 

 

 

３ 刊行物出版事業計画 

（１） 事業内容 

地方債に関する理解と普及を図るため、「地方債」や「地方債統計年報」に

ついて別途増刷し、会員以外の者に対し有償で販売する。 

   

（２）  出版刊行物 

（ア） 地方債  （隔月で年６回発行）定価 １，０５０円（税込み）  

            令和４年度      ５８８部発行予定 

（イ） 地方債統計年報 

           （毎年１回発行）   定価 ６，３００円（税込み）  

令和４年度        ７６部発行予定 
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 その他会計

継続 １ 継続 ２   令和３年度
地⽅債情報 地⽅債発⾏等 ⼩  計 予算額

啓発研究事業 ⽀援事業
Ⅰ ⼀般正味財産増減の部
 １．経常増減の部
 （１）経常収益
    基本財産運⽤益 0 0 0 0 229 229 229 0
      基本財産受取利息 0 229 229 229 0
    受取会費 0 0 0 0 118,960 118,960 120,120 △ 1,160
      正会員受取会費 0 90,760 90,760 90,420 340
      賛助会員受取会費 0 28,200 28,200 29,700 △ 1,500
    受取補助⾦等 12,730 49,000 61,730 0 0 61,730 61,730 0
      受取⽇本財団助成⾦ 12,730 12,730 12,730 12,730 0
      受取市町村振興事業助成⾦ 49,000 49,000 49,000 49,000 0
    刊⾏物出版事業収益 0 0 0 976 0 976 1,144 △ 168
      出版図書売上 0 976 976 1,144 △ 168
    雑収益 0 3,020 3,020 165 859 4,044 4,044 0
      受取利息 0 0 2 2 2 0
      広告料収益 0 164 164 164 0
      雑収益 3,020 3,020 1 857 3,878 3,878 0
     経常収益計 12,730 52,020 64,750 1,141 120,048 185,939 187,267 △ 1,328
 （２）経常費⽤
    役員報酬 6,871 13,742 20,613 0 2,291 22,904 22,904 0
    給料⼿当 9,740 54,814 64,554 1,706 4,834 71,094 69,800 1,294
    臨時雇賃⾦ 41 59 100 0 0 100 100 0
    役員退職慰労⾦給付費⽤ 667 1,059 1,726 0 235 1,961 1,961 0
    退職給付費⽤ 592 941 1,533 35 174 1,742 1,742 0
    福利厚⽣費 3,392 6,239 9,631 182 888 10,701 10,059 642
    会議費 1,657 5,670 7,327 0 8 7,335 7,534 △ 199
    旅費交通費 3,943 4,611 8,554 95 35 8,684 10,575 △ 1,891
    通信運搬費 457 7,750 8,207 92 25 8,324 8,465 △ 141
    消耗品費 205 373 578 7 23 608 656 △ 48
    印刷製本費 1,824 19,368 21,192 769 22 21,983 21,983 0
    賃借料 1,435 6,311 7,746 16 78 7,840 8,425 △ 585
    諸謝⾦ 745 2,178 2,923 9 0 2,932 3,024 △ 92
    事務所費 8,985 16,344 25,329 320 1,014 26,663 26,725 △ 62
    租税公課 49 90 139 59 6 204 215 △ 11
    交際費 17 31 48 0 2 50 50 0
    雑費 820 600 1,420 19 2 1,441 1,441 0
    減価償却費 373 680 1,053 9 42 1,104 1,104 0
    除却損 34 61 95 1 4 100 100 0
     経常費⽤計 41,847 140,921 182,768 3,319 9,683 195,770 196,863 △ 1,093
 当期経常増減額 △ 29,117 △ 88,901 △ 118,018 △ 2,178 110,365 △ 9,831 △ 9,596 △ 235
 ２．経常外増減の部
 （１）経常外収益
     経常外収益計
 （２）経常外費⽤
     経常外費⽤計
    当期経常外増減額
    他会計振替 29,117 88,901 118,018 △ 118,018 0 0 0
    当期⼀般正味財産増減額 △ 2,178 △ 7,653 △ 9,831 △ 9,596 △ 235
    ⼀般正味財産期⾸残⾼ △ 20,801 406,481 385,680 395,276 △ 9,596
    ⼀般正味財産期末残⾼ △ 22,979 398,828 375,849 385,680 △ 9,831
Ⅱ 指定正味財産増減の部
  当期指定正味財産増減額
  指定正味財産期⾸残⾼
  指定正味財産期末残⾼
Ⅲ 正味財産期末残⾼ △ 22,979 398,828 375,849 385,680 △ 9,831

  【令和４年度⼀般財団法⼈地⽅債協会収⽀予算書】
                                    令和４年４⽉１⽇〜令和５年３⽉３１⽇まで                        (単位：千円）

科   ⽬

実施事業等会計

法⼈会計 合  計 増 減 額刊  ⾏  物
出版事業
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